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気候変動枠組条約第26回締約国会議(於英国

グラスゴー：以下、COP26)が2週間にわたる交渉の

末、2021年11月13日に閉幕しました。本稿では、

COP26の成果を整理したうえで、今後の気候変動対

策の方向性を紹介します。

参加国・地域の全員の意思決定であるCOP決定

では、多くの合意が得られました。なかでも、①1.5℃

目標追求の決意の確認、②パリ協定ルールブックの

完成(カーボンクレジットの国際取引に関するルール

の確定)、③各国の取り組みの加速(インドの2070年

脱炭素目標設定等)、④先進国の途上国への適用

分野の支援の加速(2025年までに2019年水準から

資金を倍増)は重要な決定です。なお、④は、先進

国全体で途上国に2020年までに年間1,000億ドル

の資金支援をする目標が未達であることを踏まえた

措置の1つです。注目されていた石炭火力や化石燃

料補助金については、前者は“段階的削減に向けた

努力を加速”、後者は“非効率な補助金を段階的に

禁止”という表現となりました。

COP26の成果を踏まえ、今後世界は脱炭素社会

の構築に向けた取り組みを加速させていくことになり

ます。その際、2つのアプローチが重要と言われてい

ます。1つは、エネルギーの供給・消費のシステムを

脱炭素型に転換することです。省エネの推進、再生

可能エネルギーの導入、電化の促進に加え、電力セ

クターの脱炭素化、持続可能性型燃料の開発導入、

大気中のCO2を吸収固定化する等のいわゆるネガティ

ブエミッション技術の実用化が重要となるでしょう。

もう1つは、既存の経済・社会システムを脱炭素と脱

炭素以外のSDGs(持続可能な開発目標：Sustainable 

Development Goals)を同時に達成できる仕組みに創り

かえる、というものです。これをコベネフィット・アプロー

チといいます。ベネフィットは便益という意味で、1つ

の取り組みで2つ以上の便益(例えばCO2の排出削

減、生物多様性の維持向上、資源の効率的利用)

を同時に獲得しようという、いわば一石二鳥型のアプ

ローチのことを指します。国連レベルでも、コベネフィッ

トは今後SDGsを実現するために欠かせないアプロー

チとみなされています。

2022年には、第5回国連環境総会(UNEA5)第2

部や生物多様性条約第15回締約国会議第2部の

開催が予定されています。そこでも持続可能な生産

消費、生物多様性の保全向上に加え、気候変動の

緩和と適応を含む、SDGs全体の視点から未来社会

を創造していこうとする動きが強まると考えられます。

当社は、環境・建設分野の総合コンサルタントとし

て、自然・生態系、健康・環境、防災・減災の各分

野で高い技術力を持っています。今後も、気候変動

とSDGs全体の視点から、健やかな暮らしや豊かな自

然生態系、安全で安心な地域社会や活力ある経済

の創造に役立つサービスをご提供していくことで、人

と地球の未来に貢献してまいります。

COP26が示す今後の気候変動対策の方向性
－ 気候変動とSDGｓ全体の視点で未来社会を創造 －　

※温室効果ガス：CO2、メタン、N2Oなど

生物多様性

〇生物多様性保護が、気候変動対策
     （緩和＆適応）に効果的
 - 生態系を利用したGHG排出削減
 - 生態系を利用した防災・減災

農業・食料システム

〇GHG※発生源の1/3は“食”に関係
〇サプライチェーンを通じた削減ポテン

シャルは大
〇熱帯雨林消失と食料問題（大豆と
   牛肉）など

サーキュラー・エコノミー

〇資源を完全に循環利用することでCO2

   排出量の約45％を削減
〇製品のライフサイクル全体で、材料に
   関わる情報(例：CO2排出量、化学物
   質・人権関連)を共有

気候変動対策とのコベネフィットの例
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お申し込みは、Webショップから

「お部屋の健康診断」
してみませんか？

ホコリや汚れの中に存在するダニ・花粉などのDNA量を
測定して、お部屋の衛生状態を評価します。

お客様の状況に合わせた診断プランを用意しております。
詳しくは下記のウェブサイトをご覧ください。

社会基盤の形成と環境保全の総合コンサルタント

事業内容

いであ株式会社
昭和28年5月
東京都世田谷区駒沢3-15-1
31億7,323万円
代表取締役会長　田畑 日出男
代表取締役社長　田畑 彰久
1,013名 (2021年4月1日現在、嘱託・顧問を含む)
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本社所在地

資 本 金

役 員

従 業 員 数

CORPORATE DATA

■建設コンサルタント事業
河川・海岸・港湾・道路・橋梁の整備・保全、交通・都市・地域計画、防災・減災対策

■環境コンサルタント事業
環境調査、環境評価・環境計画、自然環境の保全・再生・創造、環境化学分析、環境リスク評価、
廃棄物・有害化学物質対策、食品分析、衛生検査、生命科学

■情報システム事業
情報基盤の構築支援、防災・減災システム開発、気象・健康・生活情報の提供・配信

■海外事業
インフラマネジメント、環境保全・創出


